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国　税／�6月分源泉所得税の納付� 7月10日
国　税／�納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月

分）の納付� 7月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請
� 7月15日
国　税／�所得税予定納税額第1期分の納付
� 7月31日
国　税／�5月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）、11月決算法人の中間申告� 7月31日
国　税／�8月、11月、2月決算法人の消費税等の中

間申告（年3回の場合）� 7月31日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
労　務／�社会保険の報酬月額算定基礎届� 7月10日
労　務／�労働保険料���（概算・確定）申告書の提出、

納付（全期・第1期分）� 7月10日
労　務／�障害者・高齢者雇用状況報告� 7月15日
労　務／�労働者死傷病報告（4月〜6月分）�7月31日

　中小企業の事業主が、iDeCoに加入してい
る従業員の掛金に上乗せして、掛金を拠出で
きる制度。本制度を利用するには、企業型確
定拠出年金などの企業年金を実施していない
従業員300人以下の中小企業であることが要
件。事業主掛金は全額損金算入でき、加入者
掛金は全額が所得控除の対象となります。

ワンポイント iDeCo+（イデコプラス）

7 月 の 税 務 と 労 務7月 （文月）JULY

21日・海の日
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7 月号─2

　

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
や
中
小

企
業
経
営
強
化
税
制
は
、
対
象
と
な

る
設
備
を
取
得
や
製
作
な
ど
し
た
場

合
に
、
特
別
償
却
や
税
額
控
除
を
受

け
ら
れ
る
制
度
で
す
。
こ
れ
ら
の
制

度
の
適
用
期
限
は
令
和
７
年
３
月
31

日
ま
で
で
し
た
が
、
令
和
７
年
度
税

制
改
正
で
、
一
定
の
見
直
し
を
し
た

う
え
で
適
用
期
限
が
２
年
間
延
長
さ

れ
ま
し
た
。

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制

　

改
正
前
の
中
小
企
業
投
資
促
進
税

制
は
、
青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
中

小
企
業
者
な
ど
が
平
成
10
年
６
月
１

日
か
ら
令
和
７
年
３
月
31
日
ま
で
の

期
間
内
に
新
品
の
機
械
装
置
な
ど
の

取
得
や
製
作
を
し
て
、
国
内
に
あ
る

製
造
業
や
建
設
業
な
ど
の
指
定
事
業

の
用
に
供
し
た
場
合
に
、
そ
の
指
定

事
業
の
用
に
供
し
た
日
を
含
む
事
業

年
度
に
お
い
て
特
別
償
却
ま
た
は
税

額
控
除
を
認
め
る
制
度
で
す
。
対
象

と
な
る
設
備
は
、
機
械
装
置
や
測
定

工
具
・
検
査
工
具
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

で
一
定
の
金
額
以
上
の
も
の
な
ど
で

す
。

　

個
人
事
業
主
と
資
本
金
３
０
０
０

万
円
以
下
の
中
小
企
業
に
つ
い
て

は
、
取
得
価
額
の
30
％
の
特
別
償
却

ま
た
は
取
得
価
額
の
７
％
を
税
額
控

除
限
度
額
と
し
た
税
額
控
除
の
い
ず

れ
か
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

資
本
金
３
０
０
０
万
円
超
の
中
小
企

業
に
つ
い
て
は
、
取
得
価
額
の
30
％

の
特
別
償
却
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。【
表
１
参
照
】

中
小
企
業
経
営
強
化
税
制

中
小
企
業
経
営
強
化
税
制

　

改
正
前
の
中
小
企
業
経
営
強
化
税

制
は
、
青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
中

小
企
業
等
経
営
強
化
法
の
経
営
力
向

上
計
画
の
認
定
を
受
け
た
一
定
の
中

小
企
業
者
な
ど
が
、
平
成
29
年
４
月

１
日
か
ら
令
和
７
年
３
月
31
日
ま
で

の
期
間
内
に
、
新
品
の
特
定
経
営
力

向
上
設
備
等
の
取
得
ま
た
は
製
作
も

し
く
は
建
設
を
し
て
、
国
内
に
あ
る

そ
の
法
人
の
指
定
事
業
の
用
に
供
し

た
場
合
に
、
そ
の
指
定
事
業
の
用
に

供
し
た
日
を
含
む
事
業
年
度
に
お
い

て
特
別
償
却
ま
た
は
税
額
控
除
を
認

め
る
制
度
で
す
。

　

特
別
償
却
限
度
額
は
、
取
得
価
額

か
ら
普
通
償
却
限
度
額
を
控
除
し
た

金
額
に
相
当
す
る
金
額
で
す
。
つ
ま

り
普
通
償
却
限
度
額
と
特
別
償
却
限

度
額
を
併
せ
て
、
取
得
価
額
の
全
額

を
償
却
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

税
額
控
除
限
度
額
は
取
得
価
額
の

７
％
相
当
額
で
す
が
、
一
定
の
中
小

企
業
者
に
つ
い
て
は
取
得
価
額
の
10

％
が
税
額
控
除
限
度
額
に
な
り
ま
す
。

税
額
控
除
限
度
額
の
繰
越
し

税
額
控
除
限
度
額
の
繰
越
し

　

税
額
控
除
に
つ
い
て
は
、
中
小
企

業
投
資
促
進
税
制
に
お
け
る
税
額
控

除
と
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
に
お

け
る
税
額
控
除
の
合
計
で
、
そ
の
事

業
年
度
の
調
整
前
法
人
税
額
の
20
％

相
当
額
が
上
限
に
な
り
ま
す
。

　

税
額
控
除
限
度
額
が
そ
の
事
業
年

度
の
法
人
税
額
の
20
％
相
当
額
を
超

え
る
た
め
、
そ
の
事
業
年
度
に
お
い

て
税
額
控
除
限
度
額
の
全
部
を
控
除

し
き
れ
な
か
っ
た
場
合
、
そ
の
控
除

し
き
れ
な
か
っ
た
金
額
に
つ
い
て
１

年
間
の
繰
越
し
が
認
め
ら
れ
ま
す
。

改
正
点

改
正
点

　

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
と
中
小

企
業
経
営
強
化
税
制
に
つ
い
て
は
、

適
用
期
限
が
２
年
間
延
長
さ
れ
、
令

和
９
年
３
月
31
日
ま
で
に
取
得
等
を

し
た
設
備
な
ど
に
つ
い
て
適
用
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
の
適
用

を
受
け
る
た
め
に
は
、「
生
産
性
向

上
設
備
（
Ａ
類
型
）」、「
収
益
力
強

化
設
備
（
Ｂ
類
型
）」、「
経
営
資
源

～令和７年度税制改正～～令和７年度税制改正～

中小企業中小企業投資促進投資促進
経営強化経営強化税制税制

の改正　　　　　の改正　　　　　



3─7月号

営
強
化
税
制
の
対
象
設
備
に
「
建
物

及
び
そ
の
附
属
設
備
」が
追
加
さ
れ
、

建
物
及
び
そ
の
附
属
設
備
に
対
し
て

最
大
で
取
得
価
額
の
25
％
の
特
別
償

却
ま
た
は
取
得
価
額
の
２
％
の
税
額

控
除
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。【
表
２
参
照
】

集
約
化
設
備
（
Ｄ
類
型
）」
を
導
入
し

て
実
施
す
る
経
営
力
向
上
計
画
の
認

定
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。「
デ

ジ
タ
ル
化
設
備
（
Ｃ
類
型
）」
に
つ
い

て
は
、
令
和
７
年
４
月
１
日
を
も
っ

て
廃
止
と
な
り
ま
し
た
。

　

設
備
に
つ
い
て
は
生
産
性
な
ど
の

要
件
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
例
え

ば
改
正
前
の
Ａ
類
型
は
、
経
営
力
の

向
上
及
び
生
産
性
の
向
上
に
資
す
る

も
の
の
指
標
が
旧
モ
デ
ル
と
比
較
し

て
年
平
均
１
％
以
上
向
上
し
て
お

り
、
設
備
区
分
毎
に
定
め
ら
れ
た
販

売
開
始
時
期
要
件
を
満
た
す
設
備
で

あ
る
こ
と
、
改
正
前
の
Ｂ
類
型
は
、

経
営
力
向
上
設
備
等
の
う
ち
、
年
平

均
の
投
資
利
益
率
が
５
％
以
上
と
な

る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
に
つ
い

て
、
経
済
産
業
大
臣
の
確
認
を
受
け

た
投
資
計
画
に
記
載
さ
れ
た
設
備
で

あ
る
こ
と
と
い
っ
た
要
件
が
あ
り
ま

し
た
。
改
正
に
よ
り
、
Ａ
類
型
は
設

備
の
生
産
性
向
上
に
係
る
指
標
が
、

Ｂ
類
型
は
投
資
利
益
率
の
指
標
及
び

計
算
方
法
が
変
更
さ
れ
て
い
ま
す
の

で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
売
上
高
１
０
０
億
円
超
を

目
指
す
中
小
企
業（
１
０
０
億
企
業
）

に
対
し
て
は
、
措
置
が
拡
充
さ
れ
ま

し
た
。
具
体
的
に
は
、
中
小
企
業
経

　

特
別
償
却
率
や
税
額
控
除
率
に
つ

い
て
は
、
そ
の
建
物
及
び
そ
の
附
属

設
備
を
事
業
の
用
に
供
す
る
事
業
年

度
の
給
与
増
加
割
合
に
よ
っ
て
決
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
給
与
増
加
割
合
が

２
・
５
％
以
上
の
場
合
は
特
別
償
却

率
は
15
％
、
税
額
控
除
率
は
１
％
で

す
が
、
給
与
増
加
割
合
が
５
％
以
上

の
場
合
は
特
別
償
却
率
は
25
％
、
税

額
控
除
率
は
２
％
に
な
り
ま
す
。
な

お
、
給
与
増
加
割
合
が
２
・
５
％
未

満
の
場
合
に
は
、
建
物
及
び
そ
の
附

属
設
備
に
つ
い
て
の
特
別
償
却
や
税

額
控
除
は
適
用
で
き
ま
せ
ん
。

【表 1】中小企業投資促進税制

対象者
・中小企業者等
　（資本金額 1億円以下の法人、農業協同組合、商店街振興組合等）
・従業員数 1,000 人以下の個人事業主

対象業種

製造業、建設業、農業、林業、漁業、水産養殖業、鉱業、卸売業、
道路貨物運送業、倉庫業、港湾運送業、ガス業、小売業、料理店業
その他の飲食店業のうち一定のもの、一般旅客自動車運送業、海洋
運輸業及び沿海運輸業、内航船舶貸渡業、旅行業、こん包業、郵便業、
通信業、損害保険代理業及びサービス業のうち一定のもの、不動産業、
物品賃貸業

対象設備

・機械及び装置（1台 160 万円以上）
・測定工具及び検査工具
　（1台 120 万円以上、1台 30 万円以上かつ複数合計 120 万円以上）
・一定のソフトウェア
　（一のソフトウェアが 70 万円以上、複数合計 70 万円以上）
・貨物自動車（車両総重量 3.5 トン以上）
・内航船舶（取得価額の 75％が対象）

措置内容
個人事業主
資本金 3,000 万円以下の中小企業

30％特別償却または
7％の税額控除

資本金 3,000 万円超の中小企業 30％特別償却

【表 2】中小企業経営強化税制の改正
対象設備 措置内容

改正前

・機械及び装置（1台 160 万円以上）
・�工具、器具及び備品（1台 30 万円以上）
・建物附属設備
　�（一の建物附属設備の取得価額が 60 万円以
上）

・一定のソフトウェア
　（一のソフトウェアが 70 万円以上）

即時償却または
7％（一定の中小企業者
は 10％）の税額控除

改正後

・機械及び装置（1台 160 万円以上）
・�工具、器具及び備品（1台 30 万円以上）
・建物附属設備
　�（一の建物附属設備の取得価額が 60 万円以
上）

・一定のソフトウェア
　（一のソフトウェアが 70 万円以上）

即時償却または
7％（一定の中小企業者
は 10％）の税額控除

・建物　�一の建物及びその附属設備の取得価
額の合計額が 1,000 万円以上のもの

最大 25％の特別償却
最大 2％の税額控除

100 億企業を目指す中小企業に対する措置が拡充
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　その年の5月15日現在で確定している
予定納税基準額が15万円以上の人は、特
別農業所得者を除き、予定納税基準額の3
分の1の金額を、7月（第1期）と11月（第
2期）に納税します。これを予定納税とい
います。
　予定納税基準額は、本年5月15日現在
で確定している前年分の申告納税額が、そ
のまま予定納税基準額になるのが原則です。
ただし、譲渡所得や一時所得、退職所得な
どが含まれている場合などは、調整計算が
行われます。また、前年分の所得税につい
て災害減免法の規定の適用を受けている場
合は、その適用がなかったものとして、予
定納税基準額の計算を行います。
　なお、廃業などにより本年分の申告納税
見積額が予定納税基準額より少なくなると
見込まれるなどの場合には、予定納税額の
減額を求めることができます。

7月の税務 ピックアップ  
 所得税の予定納税

　
親
名
義
の
建
物
に
子
供
が
増
築
し

た
場
合
、
税
務
上
は
ど
の
よ
う
な
取

り
扱
い
に
な
る
の
で
し
ょ
う
。

　
こ
の
場
合
、
増
築
部
分
は
建
物
の

所
有
者
で
あ
る
親
の
所
有
物
に
な
り

ま
す
の
で
、
親
が
子
供
に
対
し
て
対

価
を
支
払
わ
な
い
と
、
親
は
子
供
か

ら
増
築
資
金
相
当
額
の
利
益
を
受
け

た
も
の
と
し
て
、
贈
与
税
が
課
税
さ

れ
ま
す
。
た
だ
し
、
子
供
が
支
払
っ

た
増
築
資
金
に
相
当
す
る
建
物
の
持

分
を
親
か
ら
子
供
へ
移
転
さ
せ
て
共

有
と
す
れ
ば
、
贈
与
税
は
課
税
さ
れ

ま
せ
ん
。

　
こ
の
場
合
に
お
け
る
親
か
ら
子
供

へ
の
建
物
の
持
分
の
移
転
は
、
親
か

ら
子
供
に
対
す
る
譲
渡
に
な
り
、
譲

渡
利
益
が
生
じ
る
場
合
は
譲
渡
所
得

の
課
税
対
象
と
な
り
ま
す
。

　
な
お
、
共
有
と
す
る
た
め
の
譲
渡

で
あ
り
親
子
間
の
譲
渡
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
居
住
用
財
産
を
譲
渡
し
た
場

合
の
特
例
は
適
用
で
き
ま
せ
ん
。

親
名
義
の
建
物
に

子
供
が
増
築
し
た
ら

　4月から10月まで、大阪・関西万博が
開催されています。開催に当たっては、多
くの個人、企業、団体から出展・出店や協
賛がされています。出展・出店をする企業
等（出展企業等）については、施設の建設
や運営維持管理、会期後の撤去解体費用な
どが発生します。また協賛企業等について
は、資金提供や施設・物品等の提供などの
費用が発生します。
　これらの費用について、税務上はどのよ
うな取り扱いになるのでしょう。
　出展企業等について、出展などに係る建
設費などは、万博の開催期間を基礎として
期間配分することになります。ただし、万
博終了後も引き続き事業の用に供すること
が明らかな資産については、減価償却を行
うことになります。
　運営費などについては、支出の都度、損

金の額に算入します。撤去費用については
撤去の日の属する事業年度の損金の額に算
入します。
　協賛企業等が資金提供による協賛を行っ
た場合、協賛に係る契約締結日から万博の
閉会日である10月13日までを基礎として
期間配分して損金の額に算入します。
　協賛企業等が施設や物品等を提供するた
めに支出する費用については、協賛期間ま
たは、施設・物品を提供した日から万博閉
会日までの期間を基礎として期間配分し損
金の額に算入します。また、施設や物品等
を無償貸与する場合、その施設や物品につ
いては通常の減価償却により損金の額に算
入します。搬入や据付費などは協賛期間を
基礎として期間配分し損金の額に算入しま
す。撤去費用については、撤去の日の属す
る事業年度の損金の額に算入します。
　自社の従業員を運営スタッフなどで派遣
する場合は、派遣者に対する給与であるこ
とから、通常の給与と同様に支出の都度損
金の額に算入します。

大阪・関西万博に係る費用
の取扱い


